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はじめに 

 大地震発生時の避難拠点となる学校体育館などの大規

模建築物については，避難拠点として災害発生後も使用

可能であり，災害発生後の余震にも耐えうる施設である

ことが求められている。しかし，東日本大震災では本震

に加えて最大震度 6 弱以上の余震が多数回発生し，学校

体育館などでは柱脚の損傷やブレース材（斜材）が破断

するなどの構造部材の被害および天井材等の非構造部材

や照明等の設備機器の落下被害等により，地震後の避難

拠点としての機能を満たさない事例が報告されている 1)。

また，天井等脱落等については，学校体育館以外で発生

した被害も含めると，約 2000 件発生したと報告されてお

り，これにより死者 5 名，負傷者 72 名以上の人的被害が

あったとされている。このような被害は人命保護の観点

から，あってはならない事象であり，最優先で対策され

るべき課題であるといえる。 

 これらの天井脱落被害を受け，国土交通省では平成 25

年 7 月に建築基準法施行令を改正（平成 26 年 4 月施行）

し，「6m 超の高さにある水平投影面積 200m2 超、単位面

積質量 2kg/m2 超の吊り天井で，人が日常利用する場所に

設置されているもの」を「脱落によって重大な危害を生

ずる恐れがある天井」（特定天井）とし，脱落防止対策を

義務づけることとした 2)。また，文部科学省では，「学校

施設における非構造部材の耐震対策の推進に関する調査

研究」において「学校施設における天井等落下防止対策

のための手引き」の作成を行っている。平成 25 年 5 月時

点で，公立小中学校施設のうち，吊り天井を有する屋内

運動場当施設が 6554 棟(全棟数 34438 棟の 19%)あること

が判明しており，手引きなどを活用して学校体育館など

の天井等の総点検・対策を推進している 

 これらは，地震後の被災調査から推定された破壊メカ

ニズムや各所で実施されている天井要素の実験の結果等

を根拠としている。しかしながら，天井要素のみを取り

出した実験では脱落被害の再現が難しく，そもそも天井

がどう壊れ，どのように脱落するのかがはいまだ明らか

にされていないのが現状である。 

 そこで防災科学技術研究所では，「学校施設における大

空間建築物の実験研究プロジェクト」を立ち上げた。こ

の実験研究プロジェクトでは，学校施設の体育館をモデ

ル化した大規模空間を有する試験体の加振実験を実施し，

大規模空間での地震被害の発生を引き起こす構造体と非

構造部材の応答特性を明らかにすることで，被害軽減技

術や対策の提案を行うことを目的としている。 

 

研究計画と試験体の設定 

 表 1 および図 1 に本プロジェクトの研究計画を示す。

平成 26 年 1 月および 2 月に天井脱落被害再現実験および

同年 4 月施行の技術基準(以下 H26 技術基準とする)に基づ

く耐震天井の耐震余裕度検証実験を実施した。本実験で

使用する試験体の詳細はその 2 以降で述べるが，大規模

空間に設置された天井脱落被害の再現を目的として，Ｅ

－ディフェンス震動台（15m×20m）を大きく超える平面

寸法が 18.6m×30m の試験体を設計した。文部科学省・国

立教育政策研究所文教施設研究センターが実施した学校

施設における屋内運動場等施設に関する調査報告 3)を整理

すると，平均的な屋内運動場当施設の平面寸法は約 25m

表1 研究計画 

実験時期 主体構造 天井 

平成 26 年 

1 月 27,28 日 

純鉄骨造 

柱：鉄骨造 

屋根：鉄骨 

山形架構 

耐震対策されてい

ない天井 

平成 26 年 

2 月 27,28 日 

H26.4 施行の基準に

準拠した耐震天井 

平成 28 年度 

(予定) 

柱：RC 造 

屋根：鉄骨 

置屋根構造 

H26.4 施行の基準に

準拠した耐震天井 

大地震にまで対応

する高耐震天井 

 

図 1 研究スケジュール 
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×30m であったため，実験を実施する上での制約なども

考慮した結果，この寸法に最も近い 18.6m×30m という平

面寸法を選択した。この平面寸法は，これまで実施して

きたＥ－ディフェンス振動実験の試験体の中でも最大の

平面寸法を有している。純鉄骨造体育館を最初の実験試

験体として選定した理由は，鉄骨構造は鉄筋コンクリー

ト構造に比較して繰り返し実験を行っても特性の変化が

小さいことに加え，重量が軽いために張り出した架台梁

の振動が相対的に小さく，試験体の応答に及ぼす影響が

小さいと考えたことによる。 

 試験体には屋根面と同じ勾配を有する吊り天井を設置

する。天井の平面投影面積は 558m2(=30m×18.6m)，頂部

での天井面の高さは約 7.5m であり，この天井は特定天井

である。今回の実験では，実験期間中に天井の張り替え

を行い，2 種類の天井の実験を実施した。1 つは，国土交

通省による技術的助言等が出された平成 13 年よりも前の

考え方で設計・施工された，いわゆる未対策天井であり，

主に落下被害メカニズムの解明に主眼を置いている。も

う 1 つは，H26 技術基準の仕様ルートに基づいて設計さ

れた耐震対策天井(以下，耐震天井とする)であり，耐震天

井の耐震性と耐震余裕度の検証を行う。 

 一方，平成 28 年度の実験では，鉄筋コンクリート柱の

上に鉄骨山形架構を載せた鉄骨置屋根構造の体育館(R タ

イプ体育館)を模擬した試験体による実験を計画している。

表 2 は，文部科学省・国立教育政策研究所文教施設研究

センターが実施した学校施設における屋内運動場等施設

の構造種別についての調査結果 3)のうち，天井が施工され

ている施設についてまとめた表である。表 2 が示すとお

り，近年は R タイプが多い傾向にあり，他の構造形式よ

りも R タイプ体育館の方が天井被害報告も多い 4)。そのた

め，平成 25 年度の実験で得られた S タイプ体育館の実験

データも活用し，張り出した梁の振動が試験体に悪影響

を与えないよう R タイプ体育館の設計を行い，構造形式

の違いによる屋根面および天井面の応答の違いについて

も含め，検証する予定である。 

 また，試験体内部に設置する天井は，H26 技術基準に

従い設計した耐震天井と，H26 技術基準で想定されてい

る地震動以上の揺れにも対応する高耐震天井の 2 種類を

計画している。耐震天井の耐震余裕度の検証および高耐

震天井の有効性についての検討を行う予定である。 

 

まとめ 

 防災科学技術研究所では「学校施設における大空間建

築物の実験研究プロジェクト」を立ち上げ，大規模空間

に設置された吊り天井の脱落被害低減のための技術開発

を進めている。このプロジェクトの一環として，平成 26

年 1 月には大規模空間に設置された吊り天井の脱落被害

再現実験を，同年 2 月には大規模空間に設置された耐震

吊り天井の耐震余裕度検証実験を行った。その 2 以降で

はこの実験に使用した試験体の詳細と実験の結果につい

て報告する。 
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表 2 学校施設における屋内運動場等施設の構造種別 
構造形式 1981 年～ ～1980 年 
S タイプ 
 純鉄骨造 

56 14.1% 32 14.7%

RS タイプ 
 1 層目：RC 造 
 2 層目：鉄骨造 
 屋根：鉄骨造 

114 28.6% 105 48.4%

R タイプ 
 柱：RC 造 
 屋根：鉄骨造 

228 57.3% 80 36.9%

合計 398  217 
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